
ＩＴＥＲ計画の現状と当面の取り組み
について
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１．日 時
平成17年６月28日（火）１０：３０～１１：４０ （現地時間） １５：３０～１６：４０ （日本時間）

２．場 所
プレジデント・ホテル RED HALL，モスクワ（ロシア）

３．出席者
日 本：中山文部科学大臣、白川文部科学審議官
欧 州：ポトチュニクEC委員（科学・研究担当）、ミトソスEC研究総局長

米 国：オーバック･エネルギー省科学局長、アトキンソン国務長官科学技術顧問
韓 国：崔(ﾁｪ)科学技術部次官、金(ｷﾑ)科学技術部基礎研究局長

ロシア：ルミャンツェフ連邦原子力庁長官、ボロフコフ連邦政府防衛産業ハイテク局長

中 国：徐(ｼｭ)科学技術大臣、石(ｼｨ)国務院参事

４．結果概要

○ 日、欧、米、韓、露、中の６極の代表により、ＩＴＥＲの建設地について協議を行った結

果、欧州（フランス・カダラッシュ）をＩＴＥＲ建設地とすることで合意。

○ ６極の代表により、ＩＴＥＲ機構、ＩＴＥＲサイト、参加極間の費用負担、幅広いアプロー

チ等に関する合意内容を記した“共同宣言”（別添１参照）を作成、署名。

○ “共同宣言”には、５月に日欧の交渉責任者が合意した「共同文書」（別添２参照）に

ついて各極が留意する旨言及するとともに、これを添付。これによって我が国は、今後

の核融合研究において、欧州と並び重要な役割を果たすことが決定。

ＩＴＥＲのサイト決定のための６極閣僚級会合の結果について
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＜「共同文書」関連＞

○ ６極は、日欧間で合意したホスト国と非ホスト国の役割分担に関する「共同文書」の内容に留意

する。

＜ＩＴＥＲ実施の枠組み＞

○ ＩＴＥＲを実施するために、６極により国際機関（ＩＴＥＲ機構）を設立。また、全極一致の賛成により

新しい国が参加できる。

○ ＩＴＥＲサイトはカダラッシュとする。これに伴い、添付の「共同文書」におけるホスト国と非ホスト国

は、それぞれ欧州と日本とする。

○ 参加極間の費用負担は、ホスト国が50％、その他の国は10％を負担する。

＜幅広いアプローチ＞

○ 幅広いアプローチは日欧の２国間協力の枠組みで実施し、他の極もその研究活動に参加できる。

＜ＩＴＥＲ協定＞

○ ＩＴＥＲ協定の発効及び建設の開始を実行可能な限り早く行うために、協定案及び関連文書に関

する交渉を極力早く完了する。

○ ＩＴＥＲ協定が発効するまでの間、現在ＩＡＥＡの支援で進められているＩＴＥＲ移行取決の枠組みに

おける協力を継続する。

（注）本宣言に、５月５日に白川文部科学審議官とミトソスＥＣ研究総局長との間で合意した「共同文書」を添付

“共同宣言”のポイント 別添１
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○ 幅広いアプローチの実施、ＩＴＥＲ本部機能の一部の設置、ＩＴＥＲ機構長の推薦などにより、ＩＴＥＲ

計画の一層の効果的な推進に大きな役割を果たすなど、いわばＩＴＥＲ準ホスト国の地位となり、ホ

スト国と並ぶ核融合研究開発の国際拠点として、世界に貢献する主要な役割を担うことになる。

＜幅広いｱﾌﾟﾛｰﾁのﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ例：今後検討し、速やかに決定の予定＞

・ ＩＴＥＲ遠隔実験研究センターの設置

・ 核融合科学シミュレーションセンターの設置

・ 次世代炉（原型炉）の国際研究チームによる設計研究

（なお、次世代炉が国際協力で行われる場合、日本が設候補地を提案すれば、欧州はそれを支持）

○ これらの活動をホスト国からの協力を得て行うことにより、核融合分野における技術の蓄積及び

人材の育成の両面において、投資効果の非常に高い活動ができる。

＜ホスト国の協力による効果＞

・ 建設経費10％、約500億円の負担で、20％相当分約1,000億円のＩＴＥＲ関連機器・装置の製作

に責任を持つ。

・ ＩＴＥＲ機構への研究者等の派遣枠も、10％の負担で全体の20％に当たる研究者等の派遣が可

能となる。

・ 幅広いアプローチについては、約460億円の負担により約920億円の事業を実施することが可

能となる。この幅広いアプローチの実施は核融合技術の発展と優れた研究者等の育成に大いに

貢献する。

「共同文書」に基く非ホスト国の役割等 別添２
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○ＩＴＥＲ協定の交渉
共同宣言に基づき、国際機関となるＩＴＥＲ機構の設立等のためのＩＴＥＲ協定に関する６極交渉を精力的に実施し、

本年内目途に交渉の完了を目指す。

○欧州からの優遇措置の実施
共同文書に基づき、我が国が欧州から得る優遇措置（調達枠と職員枠のそれぞれ１０％割譲等）に関し、具体

的な実施方法等について早急に日欧協議を開始する。

○ＩＴＥＲ機構長の指名
ＩＴＥＲ機構の正式な発足を待つことなく、暫定的に機構長を早期に指名する必要があるため、わが国から的確

な候補者を推薦し、欧州の支持を得て機構長のポストを得られるよう努力する。

○本部機能の一部設置
わが国への本部機能の一部設置の問題はＩＴＥＲ協定に係る交渉の中で具体的な内容を明らかにし、合意する。

ＩＴＥＲ建設

○具体的な研究プロジェクトの選定
具体的な研究プロジェクトについては、共同文書の内容及び国内外の核融合研究の動向を踏まえ、文部科学

省において速やかに選定し、欧州と確認する。

○実施場所の選定
幅広いアプローチの実施場所については、具体的な研究プロジェクトの選定作業と並行して、これまでの経緯を

ふまえ、まずは青森県と相談してその意向を確認し、適切に選定する。

○日欧間の取決めの締結
幅広いアプローチの実施のため、日欧間の具体的な協力方法、役割分担等を定める取決めを締結すべく、早

急に日欧協議を開始する。

幅広いアプローチ

［平成１７年７月１日ＩＴＥＲ計画関係閣僚による会合申し合わせ］
※ 文科大臣（主宰）、官房長官、財務大臣、経産大臣、外務大臣、科技政策担当大臣

当面のＩＴＥＲ計画への取り組みについて
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●現状
○参加極：日、欧、米、韓、露、中
○共同実施協定の策定交渉等を実施中
○建設地：フランス・カダラッシュで合意

●経緯・計画
１９８５年11月の米ソ首脳会談が発端
１９８８年～２００１年７月 設計活動を実施
２００１年11月 政府間協議開始（実施中）
２００５年６月 サイトが欧州に決定
２００６年 建設開始（１０年間）（予定）
２０１６年 運転開始（２０年間）（予定）

ITER本体概要図

●経費
○総経費
約１．３兆円（建設から廃止措置まで３０年余）

○建設費
約５，７００億円（機構の運営費含む）

建設期間（約１０年間）における費用分担
・ホスト国（欧州）が５０％
・日本を含む非ホスト国が各１０％

日欧で合意された役割分担（主なもの）
○幅広いアプローチ※の日本での実施

→総額約９２０億円を日欧で半分ずつ分担
○機器・装置の調達枠の１０％割譲

→日本は建設費１０％の負担で２０％相当の調達が可能

○機構職員枠の１０％割譲
→日本は運営費１０％の負担で２０％相当の研究者等の派遣が可能

※核融合エネルギーの実現のため、ＩＴＥＲと並行して取組むべき重要課題
例）・ＩＴＥＲ遠隔実験センターの設置

・核融合科学シミュレーションセンターの設置
・次世代炉（原型炉）の国際協力チームによる設計活動

●目的
実験炉として、燃焼プラズマの達成、長時間燃焼の

実現等の工学的実証を行う。

計画の概要

（参考）国際熱核融合実験炉（ＩＴＥＲ）計画について
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